
5-2

H27 H28 H29 H30 R1

1 - 165ｔ 185ｔ 138t 135t 未公表 180t 237t

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産指導担当）

事務事業名 沿岸漁業振興対策事業 事業番号 10157

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

ハナサキガニの積極的な資源管理型漁業の推進を目指すと共に、資源の恒久的利用を図るため、
ハナサキガニ資源調査を実施する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

沿岸漁業の振興を図るため、ハナサキガニ資源の維持増大を図る。

３　事務事業の現状

活動指標名

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者、漁業協同組合

対象者の今後の予想 減少

計画値
（H27）

実績値

R2予算

1,310 810 820

事業費　（＝下記内訳計）

R1予算 R1決算

目標値
（R2）

目標値
（R7）

ハナサキガニ生産量

0.08

国道支出金

地方債

614 614 614

0.08 0.08

内

訳 その他 1,310 810 820

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,924 1,424 1,434

一般財源 0 0 0

人員（人工）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） #VALUE! #VALUE!

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －



見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
　各種沿岸資源の維持・増大は漁家経営の安定と共に市内経済にも影響するため市民ニーズはあ
る。

５　事務事業の評価

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

　一定の成果はある。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　沿岸漁業振興のため、市が実施する必要がある。

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　漁協等で構成される協議会が実施する事業に対する補助であり、受益者に負担を求めるものでは
ない。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　統合可能な類似事業がない。

カ．



5-2

H27 H28 H29 H30 R1

1 - 12,891千尾 12,143千尾 10,430千尾 10,024千尾 未公表 11,500千尾 11,500千尾

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産指導担当）

事務事業名 さけ・ます再生産対策事業 事業番号 10159

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

さけ・ますの漁業生産の維持増大を目指し、河川環境整備のため植樹を行い、ふ化放流を実施す
る。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

沿岸漁業の振興を図るため、さけ・ますの漁獲増大を図る。

３　事務事業の現状

活動指標名

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者、漁業協同組合

対象者の今後の予想 減少

計画値
（H27）

実績値

R2予算

1,300 1,300 1,300

事業費　（＝下記内訳計）

R1予算 R1決算

目標値
（R2）

目標値
（R7）

さけ稚魚放流尾数

0.17

国道支出金

地方債

1,305 1,305 1,305

0.17 0.17

内

訳 その他 1,300 1,300 1,300

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 2,605 2,605 2,605

一般財源 0 0 0

人員（人工）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） #VALUE! #VALUE!

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －



見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
　各種沿岸資源の維持・増大は漁家経営の安定と共に市内経済にも影響するため市民ニーズはあ
る。

５　事務事業の評価

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

　一部の魚介類において漁獲量が維持されている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　沿岸漁業振興のため、市が実施する必要がある。

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　漁業協同組合や漁協等で構成される協議会が実施する事業に対する補助であり、受益者に負担
を求めるものではない。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　統合可能な類似事業がない。

カ．



5-2

H27 H28 H29 H30 R1

1
2,153万
粒（尾）

2,153万
粒（尾）

2,149万
粒（尾）

152.4万
粒（尾）

172.4万
粒（尾）

2,172.4万
粒（尾）

2,152.4万
粒（尾）

2,152.4万
粒（尾）

2 285万粒 285万粒 285万粒 285万粒 285万粒 285万粒 285万粒 285万粒

3 417,870㎡ 417,870㎡ 417,870㎡ 417,870㎡ 417,870㎡ 417,870㎡ 417,870㎡ 417,870㎡

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,696 千円）

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産指導担当）

事務事業名 北方領土隣接地域振興等基金事業 事業番号 10160

漁業者、漁業協同組合

対象者の今後の予想 減少

計画値
（H27）

実績値
目標値
（R2）

目標値
（R7）

活動指標名

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　種苗放流（アサリ、ウニ、ナマコ、ホッキ、ホタテ）、種苗移殖（ウニ）、貝類漁場造成（アサリ、ホッ
キ）の実施

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　市内4漁協が漁家経営の安定を目指して種苗放流、種苗移殖、漁場造成などにより沿岸資源の維
持・増大の取り組む

３　事務事業の現状

種苗放流数

0.25

国道支出金 129,400 127,700 128,300

地方債

種苗移殖数

漁場造成面積

事業費　（＝下記内訳計）

R1予算 R1決算 R2予算

129,400 127,700 128,300

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 131,420

2,020 2,020 2,020

0.25 0.25

一般財源

人員（人工）

内

訳 その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） － －

単位コスト実績値　３　（＝総事業費÷成果実績値） － －

129,720 130,320

－ －単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
　各種沿岸資源の維持・増大は漁家経営の安定と共に市内経済にも影響するため市民ニーズはあ
る。

５　事務事業の評価

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

　一部の魚介類において漁獲量が維持されている。

　必要最低限の内容である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　沿岸漁業振興のため、市が実施する必要がある。

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　漁業協同組合が実施する事業に対する道補助であり、受益者に負担を求めるものではない。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　統合可能な類似事業がない。

カ．

６　事務事業の今後の方向性



5-2

H27 H28 H29 H30 R1

1 30箇所 1箇所 1箇所 2箇所 1箇所 0箇所 30箇所 30箇所

2

3

4

5

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

同程度

施策体系との関連

対　象

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産振興担当）

事務事業名 漁港整備事業 事業番号 10168

目標値
（R7）

１　施策体系

施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者

対象者の今後の予想

実績値

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

①国直轄事業の実施
　【第３種漁港（落石・浜松・昆布盛）及び第４種漁港（歯舞・珸瑤瑁・温根元】
②道単独事業の実施
　【第１種漁港（友知・沖根婦・トーサムポロ・幌茂尻】

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

沿岸漁業の振興を図るため、各漁協施設の計画的な施設整備の促進及び、漁業の発展と水産物の
安定供給を図る。

３　事務事業の現状

整備要望する数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

0 0 0
事業費　（＝下記内訳計）

R1予算 R1決算 R2予算

地方債

0 0 0

内

訳

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 0 0 0

国道支出金

一般財源 0 0 0

人員（人工）

その他

－ －

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）



オ．

マリンビジョン等の推進により、着実に漁港整備が進められ、漁業者にとって利用しやすい漁港環境
となり、水産物の安定供給に繋がっている。

□可能　　□一部可能　　■不可能

国及び道が事業実施主体となるが、地域の連絡窓口・要望の取りまとめ等は市が中心となって取り
組む必要がある。

□ある　　□一部ある　　■ない

国・道いずれも整備予算が困難な状況であるものの、着実に整備は進められている状況を鑑みる
と、同様の対応を講じる必要がある。

□ある　　□一部ある　　■ない

現状ではない。

□ある　　□一部ある　　■ない

現状ではない。

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

作成年月日 令和2年6月

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
漁港整備については、地元要望が強いほか、当市の基幹産業である水産業の振興に直結する案件
であるため、必要性は極めて高く、今後においても担当漁協と連携を密にし、整備促進を進める。

５　事務事業の評価

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

根室市漁港整備事業分担金条例に基づき、地元負担金の２分の１を当事者組合から徴している。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

他の事業との統合につい
て可能性がありますか



5-2

H27 H28 H29 H30 R1

1 - 265t 239t 277t 464t 未公表 231.0t 431.6t

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産指導担当）

事務事業名 ニシン種苗生産施設運営負担金事業 事業番号 11337

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

根室管内におけるニシン資源の増大と生産の向上により、ニシン漁業の振興発展を期するため、種
苗生産事業の効率的な運営を図る。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

沿岸漁業の振興を図るため、ニシン資源の増大を図る。

３　事務事業の現状

活動指標名

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者、漁業協同組合

対象者の今後の予想 減少

計画値
（H27）

実績値

R2予算

1,300 1,300 1,300

事業費　（＝下記内訳計）

R1予算 R1決算

目標値
（R2）

目標値
（R7）

ニシン生産量

0.08

国道支出金

地方債

614 614 614

0.08 0.08

内

訳 その他 1,300 1,300 1,300

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,914 1,914 1,914

一般財源 0 0 0

人員（人工）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） #VALUE! #VALUE!

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －



見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
　各種沿岸資源の維持・増大は漁家経営の安定と共に市内経済にも影響するため市民ニーズはあ
る。

５　事務事業の評価

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

　ニシン漁獲量が維持されている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　沿岸漁業振興のため、市が実施する必要がある。

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　沿岸漁業振興のための負担金であり、受益者に負担を求めるものではない。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

　必要最低限の内容である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　統合可能な類似事業がない。

カ．



5-2

H27 H28 H29 H30 R1

1 400t 400t 0t 0ｔ 70ｔ 120t - -

2 278,100㎡ 278,100㎡ 257,500㎡ 215,500㎡ 247,000㎡ 235,100㎡ 237,500㎡ 237,500㎡

3

4

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産指導担当）

事務事業名（事業番号） 北方領土隣接地域振興等事業推進費補助事業 事業番号 11773

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　漁場環境改善（ヒトデ駆除）、藻場造成の実施

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　市内4漁協が漁家経営の安定を目指して漁場環境改善や藻場造成などにより沿岸資源の維持・増
大に取り組む。

３　事務事業の現状

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者、漁業協同組合

対象者の今後の予想 減少

R2予算

39,800 29,375 37,000

藻場造成面積

活動指標名
計画値
（H27）

実績値
目標値
（R2）

目標値
（R7）

漁場環境改善（ヒトデ駆除）量

事業費　（＝下記内訳計）

R1予算 R1決算

人員（人工） 0.25 0.25 0.25

2,020

内

訳

国道支出金 39,800 29,375 37,000

地方債

一般財源

その他

職員人件費　（＝人員（人工）×7,856千円） 2,020

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 41,820 31,395 39,020

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 349 262

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 0.2 0.1

2,020



作成年月日 令和2年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

５　事務事業の評価

ア．

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　漁業協同組合が実施する事業に対する国庫補助であり、受益者に負担を求めるものではない。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

　一部の魚介類において漁獲量が維持されている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　沿岸漁業振興のため、市が実施する必要がある。

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
　各種沿岸資源の維持・増大は漁家経営の安定と共に市内経済にも影響するため市民ニーズはあ
る。

６　事務事業の今後の方向性



5-2

H27 H28 H29 H30 R1

1 432ｔ 432ｔ 359t 199ｔ 374t 242t 454ｔ 477ｔ

2

3

4

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産指導担当）

事務事業名（事業番号）
水産業振興構造改善事業（漁業共同利用施設整備事
業）

事業番号 12255

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　貝殻島棹前コンブ漁業着業船による、貝殻島周辺海域の雑海藻等の除去。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　漁業者自らが貝殻島周辺コンブ漁場の雑海藻を駆除し安定したコンブ資源の造成を図る。

３　事務事業の現状

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者、漁業協同組合

対象者の今後の予想 減少

R2予算

42,171 39,239 41,918

活動指標名
計画値
（H27）

実績値
目標値
（R2）

目標値
（R7）

貝殻島コンブ生産量

事業費　（＝下記内訳計）

R1予算 R1決算

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

671

内

訳

国道支出金 38,213 35,556 37,984

地方債

一般財源

その他 3,958 3,683 3,934

職員人件費　（＝人員（人工）×7,856千円） 671

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 42,842 39,910 42,589

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 177 165

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －

671



作成年月日 令和2年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　統合可能な類似事業がない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

５　事務事業の評価

ア．

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　漁業協同組合等が実施する事業に対する交付金及び市補助であり、受益者に負担を求めるもの
ではない。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

　一部の魚介類において漁獲量が維持されている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　沿岸漁業振興のため、市が実施する必要がある。

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
　貝殻島周辺で採取される昆布は前浜夏昆布に比べ商品価値が高く漁獲量が地域経済に与える影
響が大きい事から事業に対するニーズはある。

６　事務事業の今後の方向性



5-2

H27 H28 H29 H30 R1

1 - - - - 414.2ha 414.2ha 414.2ha 414.2ha

2 - - - - 129.63k㎡ 129.63k㎡ 129.63k㎡ 129.63k㎡

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産指導担当）

事務事業名 水産多面的機能発揮対策事業 事業番号 12453

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

根室海域の水産に係る多面的機能を発揮し、沿岸漁業の振興を図るため、藻場や干潟等の環境保
全及び水域の監視等の活動を実施する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

海洋環境保全活動を実施することで、藻場面積の増加や干潟における貝類の増加を図る。

３　事務事業の現状

活動指標名

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者、漁業協同組合

対象者の今後の予想 減少

計画値
（H27）

実績値

R2予算

3,919 3,023 3,919

水域監視面積

事業費　（＝下記内訳計）

R1予算 R1決算

目標値
（R2）

目標値
（R7）

藻場・干潟の保全面積

0.25

国道支出金 300 300 300

地方債

1,920 1,920 1,920

0.25 0.25

内

訳 その他 3,619 2,723 3,619

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 5,839 4,943 5,839

一般財源 0 0 0

人員（人工）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 14 12

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 45 38



見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
　各種沿岸資源の維持・増大は漁家経営の安定と共に市内経済にも影響するため市民ニーズはあ
る。

５　事務事業の評価

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

　一部の魚介類において漁獲量が維持されている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　沿岸漁業振興のため、市が実施する必要がある。

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　漁協等で構成される活動組織が実施する事業への補助に対する負担金であり、受益者に負担を
求めるものではない。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　統合可能な類似事業がない。

カ．



5-2

H27 H28 H29 H30 R1

1 - - - 3件 5件 6件 5件 7件

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 1,438 1,437

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －

4,154 4,154 4,154

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 8,626 8,620 4,947

一般財源 0 0 0

人員（人工） 0.54 0.54 0.54

0 0 0

その他 2,672 2,666 793

4,472 4,466 793

国道支出金 1,800 1,800 0

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

実績値

水産加工食品の試作品件数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

①沿岸漁業資源や低・未利用魚種を活用した付加価値の高い商品と利活用技術の開発活動
②非破壊型脂質測定技術を活用した根室産水産物の付加価値向上と地元漁業者・漁協によるブラ
ンド化に向けた取組みの支援

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

沿岸漁業資源や低・未利用魚種を活用した付加価値の高い商品開発と地元漁業者・漁協による地
域特産魚種のブランド化の推進による商品化が実現することにより、新たな市場開拓・拡大が期待
できる。

３　事務事業の現状

事務や事業が対象としている人
や団体など

市内水産加工企業、市内漁業協同組合

対象者の今後の予想 増加

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 水産加工振興センター（水産加工振興センター担当）

事務事業名 沿岸漁業資源利活用研究開発事業（加工流通） 事業番号 12679

施策体系との関連

対　象

１　施策体系

施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

２　事務事業の概要と目的

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

市内水産加工業者による商品開発力向上及び商品化実現に向けての情報提供と技術移転の手法
の検討が必要にある。

■ある　　□一部ある　　□ない

各種補助・助成事業の活用の検討。

□ある　　■一部ある　　□ない

根室市沿岸資源利活用ビジョンに基づいて事業を実施しているが、ビジョンの取組み方針に合致し
ていれば、他の事業を統合することも考えられる。

今後の動向・市民ニーズなど
沿岸漁業資源や低・未利用魚種を活用した付加価値の高い商品開発と地元漁業者・漁協による地
域特産魚種のブランド化の推進による商品化が実現することにより、新たな市場開拓・拡大が可能
となるため、市内水産加工業界や漁協関係からのニーズはある。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

開発された商品や加工技術について、市内水産加工業者及び地元漁協等に対しての技術指導・支
援による商品開発とブランド化に向けた活動を推進するとともに、研究成果については、市内水産加
工業者や地元漁協等に対して情報提供と技術移転を図り、連携強化にも努めている。

作成年月日 令和2年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 技術開発及び技術移転の段階、商品化実現に向けた連携段階にあるため、現状では受益者負担

は困難である。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
市内水産加工企業や地元漁業者・漁協による商品化実現に向けて、技術移転手法と合わせて、販
路開拓の取組みを視野に入れた事業者連携の強化が必要である。

単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

市内水産加工業者に対する商品開発力及び加工技術力向上のための支援事業であり、市が主体
的に実施すべきである。

□ある　　■一部ある　　□ない



5-2

H27 H28 H29 H30 R1

1 - - - - - - 1,000尾 1,000尾

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産指導担当）

事務事業名 ﾍﾞﾆｻﾞｹ養殖技術開発事業 事業番号 12711

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

ベニザケ養殖技術の確立を目指すため、養殖技術開発試験を実施する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

沿岸漁業の振興を図るため、ベニザケ養殖技術開発を実施し、ベニザケ養殖の実現を図る。

３　事務事業の現状

活動指標名

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者、漁業協同組合等

対象者の今後の予想 減少

計画値
（H27）

実績値

R2予算

1,481 1,000 550

事業費　（＝下記内訳計）

R1予算 R1決算

目標値
（R2）

目標値
（R7）

ベニザケ養殖尾数

0.83

国道支出金 0 0

地方債

6,374 6,374 6,374

0.83 0.83

内

訳 その他 1,481 1,000 550

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 7,855 7,374 6,924

一般財源 0 0 0

人員（人工）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
　協議会により実施している事業であるが、可能なものは前倒しで実施するなど、迅速な事業の実
施を進めている。

今後の動向・市民ニーズなど 　雇用や市内経済にも影響するため市民ニーズはある。

５　事務事業の評価

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

　順調に事業が進められている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　■一部可能　　□不可能

　市内漁協当を含む協議会で実施されており、市も参画している。

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

　協議会で実施しており、各漁協及び市からの負担金で実施している。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

　可能なものについては、事業を前倒しして実施している。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
■終期設定あり　（R３年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　統合可能な類似事業がない。

カ．



5-2

H27 H28 H29 H30 R1

1 0t 0t 935t 5,672ｔ 5,672ｔ

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産指導担当）

事務事業名 沿岸漁業振興対策事業（ホタテ資源増大） 事業番号 12719

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

ホタテ種苗放流及びホタテ資源調査の実施

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

沿岸漁業の振興を図るため、安定的なホタテガイ生産体制を構築する。

３　事務事業の現状

活動指標名

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者、漁業協同組合

対象者の今後の予想 減少

計画値
（H27）

実績値

R2予算

82,600 78,132 80,000

事業費　（＝下記内訳計）

R1予算 R1決算

目標値
（R2）

目標値
（R7）

根室沖新ほたて漁場　ホタテガイ生産量
（12月～漁期終了までの数値）

0.17

国道支出金

地方債

1,305 1,305 1,305

0.17 0.17

内

訳 その他 82,600 78,132 80,000

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 83,905 79,437 81,305

一般財源 0 0 0

人員（人工）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 90 85

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －



見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
　各種沿岸資源の維持・増大は漁家経営の安定と共に市内経済にも影響するため市民ニーズはあ
る。

５　事務事業の評価

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

　一定の成果はある。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　沿岸漁業振興のため、市が実施する必要がある。

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　収益が確保されれば、事業自体を取りやめる予定である。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

　当該魚種の水揚げによる収益が確保されれば、事業を取りやめる必要がある。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
■終期設定あり　（H３１年度末終了予定⇒Ｒ２年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　統合可能な類似事業がない。

カ．


